










要約:平成 4年度厚生省心身障害研究班で実施した「超低出生体重児 3歳時予後全国調査」

に協力の得られた 193 施設,1990 年度に出生した児 853 例を対象に超低出生体重児 6 歳時

予後全国調査を実施した.現在の患児のフォローアップ状況,就学予定,健診場所,身体発育,

運動発達,知能発達,行動発達,視力障害,聴力障害,現在ある異常について,1 月末までに回

収できた調査票のうち,児の発達状況について記載のあった 350 例を対象に中間集計を行

った.

1.  6 歳時における健診施設として,自医療機関で実施したのが 350 例中 292 例(83.4%)あ

り,フォローアップも 75.7%の児が自施設で実施されていた.350 例の超低出生体重児のう

ち,普通学級への就学予定者が 288 例(82.3%) ,障害児学級が 1 例(4.0%) .養護学校が 16

例(4.6%) ,就学猶予児が 4 例(1.1%)となっており,残り 8.0%の児については未定あるいは

不明となっていた.

2． 運動発達,知能発達について 3 歳時評価と 6 歳時評価とを比較検討した.3 歳時におけ

る脳性麻痺の発生頻度は 10.3%であったが,6 歳時には 12.3%と若干増加しているが,これ

は歩行可能な軽度脳性麻痺児の頻度が 4.0%から 6.2%へと増加していたことによるもので

ある.3 歳時の評価はほぼ妥当なものであった.一方,3 歳時における精神発達遅滞児の頻度

は 9.4%,境界児は 8.6%であったが,6 歳時にはそれぞれ 18.6%,20.9%と著しく増加してい

る.3 歳時における精神発達遅滞の診断は遠城寺式検査によるものであったか,3 歳では精

神発達遅滞の的確な診断はまだ不可能であり,少なくとも就学前までのフォローアップの

必要性を示唆している.また,両眼失明児,片眼失明児の頻度は 3歳時と変化しないが,弱視

と診断された児が 4.6%から 12.1%へと著しく増加している.

3.  その他の異常所見として,注意欠陥・多動障害(ADHD)と診断されたのは 350 例中 16 例

(4.6%),境界 20 例(5.7%)あり,就学後のフォローアップを必要とする.3 歳時には 11.4%と

高頻度に認めた反復性呼吸器感染は 6歳時には 2.9%のみとなっていた.


